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基本構想実現のために 

基本的な施策 

Ⅰ 協働によるまちづくりの推進 

Ⅱ 互いに尊重しあえる意識の醸成 

Ⅲ 持続可能な行財政運営 
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基本的な施策 

Ⅰ．協働によるまちづくりの推進 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール  

 

基本的な事業 Ⅰ－１ 市民協働の推進 

 

 価値観の多様化に加え、新型コロナウイルス感染症の拡大以降、ライフスタイルが大きく変容し

たことにより、市民ニーズや地域課題は複雑化が続き、行政だけでさまざまな課題を解決すること

は難しくなっており、分野横断的な視点を持った協働の取り組みが求められています。地域が発

展し、住みやすいまちとしていくためには、より多くの市民が主体的に地域に関わりを持ち、市民

と行政が対等な立場でそれぞれの長所を活かして互いに努力する協働のまちづくりを進めていく

ことが重要です。 

 「協働の指針」に基づき、市民協働に関する職員研修を実施すると、市民が主体的に地域課題

の解決に関わることができるよう市民や市民団体への積極的な情報発信を行い、意識啓発に努

めます。 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

協働の指針 
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基本的な施策  

Ⅰ．協働によるまちづくりの推進 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 Ⅰ－２ 市民参加の推進に向けた情報の共有 
 

 市の発展のためには、行政だけでなく、市民も行政を担う一員として活躍できる「みんなが主役

のまちづくり」を実現させることが重要です。 

 だれもがいつでも分かりやすく、充実した市政の情報を入手できるよう、情報公開制度の適正

な運営を継続するとともに、職員一人ひとりが市民の立場に立ち、市民全体に画一的な情報提供

を行うのではなく、広報紙などの紙媒体のほか、市公式ホームページ、ＳＮＳなどの電子媒体も活

用し、市民との情報共有を進めます。 

 また、市民参加及び市民への情報提供、情報発信に関するガイドラインである「市民参加・情報

提供の指針」に基づき、市民アンケートやパブリックコメントをはじめ、広く市民意見を聴取する機

会を設けています。社会全体にデジタル化が進展し、暮らし方、働き方も多様化する中、デジタル

による情報発信のあり方や、意見の提出などに対応するため、令和７年４月に同指針を改訂しまし

た。今後も本指針に沿って、分かりやすい情報発信にも努めながら、従来の市民参加の手続きに

加え、意見聴取の方法のデジタル化を進めるなどの環境整備に取り組み、幅広い市民が場所・時

間を問わず、意見を表明できるなど、より多くの方の市政への参加を推進します。 

 
 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

市民参加・情報提供の指針 
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基本的な施策 

Ⅱ．互いに尊重し合える意識の醸成 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 Ⅱ－１ 平和意識の醸成と基本的人権の尊重 

 

 終戦から長い年月が経ち、戦争体験者や被爆者が高齢となる中、戦争に関する資料や体験談

に触れる機会が減ってきています。本市では、「東久留米市平和都市宣言」の理念に基づき、市民

への平和意識の醸成を図るため、平和に関する事業に取り組んでいます。戦争の記憶を風化さ

せることなく、平和の尊さや戦争の悲惨さを次世代に受け継いでいくための取り組みに努めます。 

 だれもが自分の存在と尊厳が守られ、自由に幸せを追い求めることのできる人権を有していま

す。性別や年齢、国籍、民族、言語の違い、障害の有無などに関わらず、自分らしく安心して幸せ

に暮らせるよう、人権が尊重され、生活習慣・文化・価値観などについての多様性が認められる社

会を築いていく必要があるため、ジェンダー平等や多文化共生の視点を持った市政運営に努め

ます。 

 すべての人が互いを尊重し、認め合うことができるように人権問題に対する相談体制の充実を

図るとともに、人権教育、人権啓発活動を進めます。 

 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市男女平等推進プラン 
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基本的な施策 

Ⅱ．互いに尊重し合える意識の醸成 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 Ⅱ－２ 男女共同参画の推進 

 

 少子高齢化、人口減少社会の中で、我が国の持続的成長を実現し、社会の活力を維持していく

ためには、一人ひとりの個性に応じた多様な能力を発揮できる社会の構築が重要です。そのため

には、あらゆる分野で男女の区別なく、だれもが活躍できることが必要です。 

 国では「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」や「政治分野における男女共同参

画の推進に関する法律」を制定し、さまざまな分野への取り組みを進めており、令和６年４月には

「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」が施行されました。本市においては、平成１２

年に「男女共同参画都市宣言」を行うとともに、「男女平等推進プラン」に基づき、男女共同参画社

会実現に向けた取り組みを進めています。今後も男女共同参画の啓発を行い、さまざまな悩みご

とに対する相談事業を実施するなど、計画的に施策を推進します。 

 また、すべての市民が男女共同参画、ジェンダー平等の視点を持って互いを尊重し、さまざまな

場面で個性と能力を活かせるよう意識醸成を図るとともに、市民、事業者、行政が連携を深め、

男女共同参画社会の実現に向けた取り組みを推進します。 

 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市男女平等推進プラン 
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基本的な施策 

Ⅲ．持続可能な行財政運営 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 Ⅲ－１ 行政改革の推進 

 

 本市では、令和３年８月に「財政健全経営計画」を改定し、必要なものには必要な財政投入を行

っていくという考えのもと、財政規律の視点にも配慮しながら、ＤＸの推進をはじめとした業務の

見直しや、民間活力の活用も見据えた公共施設マネジメントの取り組みの方向性を示し、行財政

改革に取り組んできました。今後は、社会情勢の変化などに柔軟に対応しつつ、不断の改革・改善

に取り組み、効率的で高付加価値の創出を目指す行政運営に努めます。 

 世界的な機運の高まりや情勢から、国は２０５０年までに温室効果ガスの排出量を実質的にゼロ

にする「カーボンニュートラル」を目指すことを宣言するとともに、エネルギー安定供給、経済成長、

脱炭素を同時実現する「ＧＸ」を推進しています。本市も、令和７年１月に、再生可能エネルギーへ

移行することにより経済社会システム全体の変革が期待される「ＧＸ」推進の羅針盤となる「東久

留米市ＧＸ推進方針」を策定しました。この方針を踏まえて、市民が「あんしんして暮らせるまち」

を目指し、災害レジリエンス、地域経済の好循環、カーボンニュートラルの三位一体の取り組みを

進めます。また、令和６年８月に「近未来型市役所実現ビジョン」を策定しました。本ビジョンに沿っ

て、市民にも職員にも、そして環境にもやさしい、ＤＸとＧＸを機軸とした「新たな市役所」に向けた

取り組みを進めます。 

令和５年２月に「公共施設等総合管理計画」を、公共施設等の現況及び将来の見通しを見直し、

改訂しました。公共施設を長寿命化してできるだけ長く使用した場合でも、その維持管理・更新に

多大な財政負担を要することが大きな課題です。今後も、同計画及び、その基本方針の一つであ

る「機能（サービス）を重視した公共施設のスリム化」を推進するための具体的な検討手順や方針

などを示した「未来志向の公共施設の考え方」に基づき、複合化・集約化・多機能化といった視点

で公共施設のスリム化を進め費用の削減を図りつつ、新たな付加価値を加えることによる施設機

能の強化に向けて取り組み、まちの魅力を高めます。 
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■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市財政健全経営計画 

東久留米市公共施設等総合管理計画 

東久留米市施設保全計画 

東久留米市ＩＣＴ管理・推進概要 

東久留米市ＤＸ推進方針 

東久留米市デジタル田園都市国家構想総合戦略 

東久留米市ＳＤＧｓ推進方針 

近未来型市役所実現ビジョン 

東久留米市ＧＸ推進方針 
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基本的な施策 

Ⅲ．持続可能な行財政運営 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 Ⅲ－２ 計画的な財政運営 

 

 本市においては、少子高齢化の進展による生産年齢人口の割合低下が、市税収入の減少要因

として見込まれています。一方、歳出では高齢者人口の増加などに伴って社会保障関係費の増

加が予想されるとともに、都内自治体や類似自治体との比較の中でも老朽化が進んでいる公共

施設の維持更新などにも多額の費用が必要になるなど、今後も厳しい財政運営が見込まれます。

市民が必要とする公共サービスを維持し、持続可能な財政運営を行っていくには、効率的かつ効

果的な事業の実施を通じて一般財源の負担を抑制し、国・都の補助制度を有効活用するなど、あ

らゆる財源の確保に努め、身の丈に合った計画的な財政運営に取り組む必要があります。 

 安定的に歳入を確保していくために、市税の適正な課税と納付環境の整備などによる徴収率の

維持・向上を図るとともに、引き続き統一的な管理体制のもと、未収入債権処理の取り組みを進

めます。また、使用料、手数料は受益者負担の適正化に向けて定期的な見直しを検討・実施して

います。 

 起債（市債）については、過度な後年度負担とならないよう十分に配慮し、計画的な活用を図り

ます。年度間の財源調整を目的とする財政調整基金は、計画的な運用に努めます。その他の特

定目的基金については、将来の行政需要を考慮に入れた積み立てを行うとともに、適正な管理の

もと有効活用します。 

本市では、資産などのストックや、減価償却費などの見えにくい行政コストの情報を公開する公

会計制度に沿って、財務諸表や固定資産台帳の作成を行っていますが、セグメント単位の財務分

析など、新たな活用へ向けた取り組みが求められます。 
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■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市財政健全経営計画 

東久留米市ＧＸ推進方針 
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基本的な施策 

Ⅲ．持続可能な行財政運営 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 Ⅲ－３ 人材の育成と活用 

 

 市民ニーズが多様化・複雑化し、刻々と変化する社会情勢の中で、専門的な知識を持ち、地域

のために貢献できる職員が求められています。本市では、「東久留米市職員人材育成基本方針

（改訂版）」に基づき、人材の育成に努めています。これまで個々の能力・業績を評価する人事評

価結果の昇給・勤勉手当への反映や昇格試験における活用、市独自の職員研修を包括委託する

ことによる効果的な研修の実施、ワークライフバランスの支援など、「人材の育成と活用」に向けた

さまざまな取り組みを行っています。 

 近年、少子高齢化の進展による生産年齢人口の割合が低下しており、これまで以上に職員一人

ひとりがデジタル化をはじめとした改革・改善に取り組むことが重要です。地方公務員の定年引

上げをはじめとした昨今の労働環境の変化や人材不足が急速に進んでいく中でも、持続可能な

市政運営を行っていくため、将来を見据えたうえでの定員管理に努めます。 

コロナ禍を契機としたテレワークや時差勤務の推進などの働き方改革や、職員の意欲や能力を

発揮しやすい職場環境の整備など、職員を取り巻く環境の変化を踏まえつつ、引き続き効率的か

つ効果的な行政サービスの提供が行えるよう、人材の育成と体制の整備に取り組みます。 

 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市職員人材育成基本方針 

東久留米市財政健全経営計画 
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共に創るにぎわいあふれるまち 

基本的な施策 

１ 地域経済の活性化 

２ 都市農業の振興 

３ 地域力の向上 

４ 生涯学習の推進 

基本目標 
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基本的な施策 

１．地域経済の活性化 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 １－１ 商工業の活性化及び新たな産業などの創出 

 

■ 現状と課題 

 商工業の活性化は、就労機会の拡大や豊かな消費生活の提供などをもたらし、地域のにぎわい

や発展につながる重要な要素です。また、商店街は、地域の日常を支え、にぎわいを生み出す場

であり、地域の交流やコミュニティ活動の場としての一面もあります。 

 市内の商工業者を取り巻く環境は、新型コロナウイルス感染症などの影響により先行きが不透

明な状況にありましたが、事業所数及び従業者数はそれぞれ増加しており、地域産業においては

安定的な状況が維持されています。一方で、国が提供している「地域経済分析システム（ＲＥＳＡ

Ｓ）」によると、多額の民間消費が地域外に流出しているという分析結果があります。人口減少や

物価高騰などが地域経済に与える影響は大きく、地域産業を安定的に維持していくことが困難な

状況になると予測されており、地域外に流出している民間消費を地域内に取り込むための取り組

みが求められています。 

 来街者の増加に向け、周遊性向上のための取り組みや、市ホームページや関係機関のＳＮＳな

どを活用した情報発信を行ってきましたが、さらなるにぎわいの創出に向けて、今後も継続して取

り組むとともに、湧水、河川をはじめとした地域資源の発掘、磨き上げを進めていく必要がありま

す。 
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■ 基本的な方向性 

・関係機関と連携して、経営相談やＤＸ化支援、雇用支援といった事業者の安定的な経営に向け

た取り組みを進めます 

・にぎわいの創出につながる商店街独自の取り組みを支援し、地域内での消費の促進に努めます 

・創業支援や新産業創出支援、企業誘導といった地域産業の発展につながる取り組みを関係機

関と連携して進めます 

・地域経済活性化とにぎわいの創出の拠点についての検討に取り組みます 

・地域の来訪状況を踏まえ、周遊性向上のための取り組みを継続し、あわせて地域資源の発掘、

磨上げを行い、来訪者の増加を図ります 

・魅力ある返礼品の発掘や返礼品のブランディングなど、ふるさと納税受入額の増加につながる

取り組みを実施します 

 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

－ 
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基本的な施策 

２．都市農業の振興 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 ２－１ 都市農業の活性化 

■ 現状と課題 

 都市農業は、消費地に近いという利点を生かした新鮮な農産物の供給や防災空間、教育など、

多面的な役割を担っています。 

 平成２９年の生産緑地法の改正に伴い創設された「特定生産緑地制度」により、対象の生産緑

地の約９割が特定生産緑地へ移行し、平成３０年の「都市農地の貸借の円滑化に関する法律」の

施行により、生産緑地の貸借が可能になったことから、徐々に農地の貸借が進んでいます。こうし

た制度改正は、都市農業の振興と都市農地の保全に向けた取り組みを大きく前に進めるもので

す。 

一方で、農業者の高齢化や担い手不足など、さまざまな理由で市内の農地面積は減少傾向に

あるため、農業者の経営力強化に対する支援など営農意欲を高める取り組みが求められます。 

都市農業は農地が住宅地などに隣接することから、市民の理解が必要であり、市民生活に結

び付いた農業を展開することが重要です。そのため、市民が気軽に「農」と触れ合う機会の創出に

取り組む必要があります。また、消費者と生産者を結び付ける「地産地消」への期待が高まってお

り、地場産農産物の販売拡大が求められます。 

 

■ 基本的な方向性 

・農地所有者に対する特定生産緑地や農地貸借などの制度周知に加え、農地のマッチング体制

の強化を図り、農地の維持・保全に努めます 

・魅力ある農業経営づくりに向けて、認定農業者などの担い手の育成、地場産農産物の多様な流

通・販売、農作業の効率化などに対する支援に取り組みます 

・農業に関わる情報の周知や啓発に取り組むほか、市民農園や体験型農園、直売会などを通じて、

市民と農業者が触れ合う機会を創出し、相互理解の促進に努めます 
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■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市農業振興計画 
 
  



 

16 

 

 

基

本

計

画 

 

共

に

創

る

に

ぎ

わ

い

あ

ふ

れ

る

ま

ち 

 
 

資

料

編 

 

 

基本的な施策 

３．地域力の向上 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 ３－１ コミュニティ活動への支援 

 

■ 現状と課題 

ひとり暮らし高齢者や障害者など要援護者の見守りや災害時の助け合い、地域ぐるみの防犯

対策への関心の高まりなど、地域コミュニティの重要性が再認識されている中で、参加を促す取

り組みを行っていますが、担い手不足などの理由から自治会数・自治会の加入率は減少傾向に

あります。 

地域課題解決のためには、幅広い世代の参加とともに、文化的背景の異なる外国人住民の参

加も望まれ、多様な立場で活躍する地域住民相互の連携が求められています。また、自治会の加

入率の向上など、地域コミュニティの自立した活動への支援を行い、どのような環境下でも持続

可能な地域のつながりづくりを進めることが必要です。 

 コミュニティ施設は、市民のコミュニティ活動の拠点であり、市民同士の交流や地域の連携の場

として重要な役割を担っています。指定管理者制度による施設の維持運営は、創意工夫により効

率化が図られ、利用者からは高い満足度が得られていますが、各コミュニティ施設とも開館から

２５年以上の期間が経過している現状があります。 

 群馬県高崎市榛名地域との地域間交流は、新型コロナウイルス感染症による影響で互いの行

き来が難しい状況にありましたが、令和５年度より市民みんなのまつりをはじめとした交流を再開

しており、今後もこれまで培ってきた良好な関係のもと、活発な地域間交流が行われることが望ま

れます。 
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■ 基本的な方向性 

・コミュニティ活動の啓発を実施し、自治会活動への参加を積極的に働きかけます 

・市民や市民活動団体などと協力したイベントなどの実施を通じて、地域のつながりづくりに資す

る取り組みを推進します 

・さまざまな世代がコミュニティ活動や交流の場として施設を有効活用できるよう、各種事業の実

施などを通じて利用者満足度の向上に努めます 

・未来志向の公共施設マネジメントに沿った対応を進め、利用者が安全・安心に利用できるよう、

コミュニティ施設の適正な維持及び管理を行います 

・これまでの高崎市榛名地域との良好な関係を継続していくとともに、地域の魅力を情報発信し、

さまざまな分野で両地域の特性を生かした交流事業を展開します 

 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

－ 
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基本的な施策 

４．生涯学習の推進 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 ４－１ 生涯学習活動の充実 

 

■ 現状と課題 

 国が令和５年６月に策定した「第４期教育振興基本計画」では、コロナ禍によりその機会が減少

したさまざまな体験活動（自然体験活動、社会体験活動、文化芸術活動など）は、自己肯定感や

協調性、主観的幸福感など、住民のウェルビーイングの向上に資するものであって、体験を通して

他者と協働することにより共生社会の実現にもつながる意義を有し、その機会の充実を図ってい

くことが求められています。本市においても、地域社会の活力の維持と発展とともに、多くの市民

が生涯学習活動に取り組めるような意欲の醸成が求められています。 

 本市の事業を通じて生涯学習活動に参加する市民の割合を高めていくため、生涯学習や文化・

芸術活動に取り組んでいる市民活動団体と連携しながら、新たに生涯学習活動に参加しやすくな

るようコーディネートし支援する人材の育成を進めていく必要があります。また、新しい地域活動

の担い手を養成するため、団体や市民が連携し、行政と協働する体制づくりが必要です。 

 「対面による学び」をはじめとした生涯学習の拠点となる生涯学習センターは安定した運営を継

続しているものの、利用者数は新型コロナウイルス感染症の影響により、拡大前（平成３０年度）と

比べて減少しているほか、設置後約４０年が経過したことにより老朽化が進んでいます。生涯学

習の拠点として、今後も指定管理者制度の特性を生かし、安定した施設運営と地域住民の自主

的生涯学習活動の支援への取り組みが求められています。 

 生涯学習を通じた子どもたちの学びや成長の機会を充実させるため、地域と学校が相互連携し

た各種体験活動などの実施が求められています。 
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■ 基本的な方向性 

・市ホームページやＳＮＳなどの活用を通じて、生涯学習活動に関する情報の提供を進めます 

・生涯学習センターでの活動相談など、生涯学習活動に関する活動支援を進めます 

・自主自立した市民による市民大学及び受講生の地域活動の支援を進めます 

・だれもがいつでも、どこでも学習に参加できるよう、市民活動団体への支援を継続し、市民活動

団体、市民、生涯学習団体など、幅広い主体と行政が連携、支援及び協働する体制づくりに努

めます 

・生涯学習センターは、指定管理者制度を活用し、事業者のノウハウを生かした各種事業の提供

に加え、市民の学びを地域に生かす生涯学習の拠点としての運営を行い、未来志向の公共施

設マネジメントに沿った対応を進め、安定的な施設管理に努めます 

・幅広い年齢層の地域住民、団体などが参画し相互にネットワークを形成することにより、地域全

体で子どもたちの学びや成長を支える仕組みづくりの構築に努め、各種体験活動などの取り組

みを進めます 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市教育振興基本計画 
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基本的な施策 

４．生涯学習の推進 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 ４－２ 図書館サービスの充実 

 

■ 現状と課題 

 図書館は「地域を支える図書館」を基本理念とし、市民の課題解決を支援する、まちの情報拠点

として、生活や学習に必要な資料・情報を提供しています。また、まちの歴史や文化を次代に継承

するため、本市に関する地域資料、行政資料を収集、保存しています。 

 図書館の蔵書は、収集方針に基づき資料を収集していますが、情報の変化の目まぐるしい現代

社会において、多くの市民はインターネットを通じて情報を収集することが主流となっています。

それに伴い、本市の図書館では、市民の課題解決に向けてリテラシー事業などを実施しています

が、情報化の進展に対応した取り組みが求められています。 

 さらに、自由で自主的な子どもの読書活動を保障するための読書環境の整備を目指して、「東

久留米市子ども読書活動推進計画」に基づき、取り組んでいます。令和７年２月に策定した第四

次計画に基づいて、取り組みを推進するにあたっては、意識調査を行うための調査研究が必要で

す。 

 現在、市は指定管理者との役割分担により、図書館の安定した運営体制を維持していますが、

これまでの取り組みを継承しつつ、引き続きサービスの充実に向けた取り組みが求められていま

す。 

 今後も図書館が市民の情報拠点として、蔵書を充実させるとともに、多様化するニーズを捉え

て活用されるためにも、地区館も含めた施設の環境整備、ＩＣＴを活用したサービスの充実につい

て検討が求められています。 
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■ 基本的な方向性 

・計画的な選書・除籍による収蔵スペースの有効活用、活用できる情報提供サービスの利用促進、

ユニバーサル資料の収集・貸出など環境整備を行いながら多様化する情報化社会に対応した

図書館機能の充実を図ります 

・本市の歴史と文化を後世に伝えるため、地域資料、行政資料の収集、整理及び保存を継続し、

これらの資料を調べ学習などへ提供し有効活用を図ります 

・市民ニーズの多様化に対応した資料・情報の収集を継続し、レファレンスサービスや課題解決支

援の充実を図ります 

・読書や調べることへの子どもの主体性を引き出す取り組みを進めます 

・効率的で持続可能な図書館の運営体制を維持しながら、多様化するニーズに応える情報拠点

として、また市民の交流と学びを創造する文化拠点としていくためのサービスの検討、対応に努

めます 

 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市教育振興基本計画 

東久留米市子ども読書活動推進計画 
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基本的な施策 

４．生涯学習の推進 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 ４－３ 文化財の保護・活用 

 

■ 現状と課題 

 文化財の保護については、郷土の歴史や文化を後世に伝え、市民の郷土への関心を高めるた

め、広報紙やホームページなどを活用した啓発を行い、定期的に指定を行うなど、関係団体と協

力・連携を図りながら行っています。指定後には展示での活用や刊行物での文化財の普及を図る

など、法による文化財保護と啓発をあわせて行っています。また、文化財の収蔵物は、市内に分散

する施設で保存されていますが、施設の一層の老朽化や、今後さらに収蔵物が増加することが想

定される中で、文化財の展示・保存施設の充実が求められています。 

 地域の郷土芸能の伝承は、担い手の高齢化と減少が深刻な問題となっており、郷土芸能団体へ

の支援を引き続き行っていく必要があります。 

 文化財に関する講座や講演会の主催、共催、協力など、市の歴史や文化財に触れる機会を創出

しています。講演会などの企画事業、人材の育成や体制づくりについては、さまざまな関係機関と

連携・協力し、事業を進める必要があります。 

 平成３０年度から、現在の市史を補完し次期の市史編纂の資料ともなるテーマごとの資料集刊

行を進めています。市史の編纂は長期の期間を有するため、編纂作業や多くの資料を保管する

場所、組織体制の構築に向けた検討が必要です。地域に関する資料には、文化財としての資料や

図書館における地域資料、歴史公文書などがあり、それぞれの基準に基づき、公文書とは別に保

存していますが、年々増加する各種資料の保管スペースや、公開方法など活用のあり方について

も検討する必要があります。資料集刊行と並行し、歴史公文書などの行政資料についても関係機

関と連携し管理・蓄積に努めていくことが求められています。 
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■ 基本的な方向性 

・広く関係団体と協力しながら資料の収集や調査・研究を進め、文化財の新指定など、文化財の

保護と普及を進めます 

・収蔵施設の分散や収蔵物の劣化などの課題があることから、引き続き展示・保存施設の充実を

図るとともに整理作業を進めます 

・無形民俗文化財継承団体などとの連携を密にし、その継承・保護に向けた支援に取り組みます 

・さまざまな関係団体と協力し、文化財普及と保護を進めます 

・歴史公文書は、公共施設マネジメントの進捗に応じて市史編纂室など、保管場所の確保に向け

た検討を進め、今後も継続した調査・整理・保存活用のための研究に努めます 

 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市教育振興基本計画 
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基本的な施策 

４．生涯学習の推進 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 ４－４ 市民スポーツの振興 

 

■ 現状と課題 

 東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会が実施されて以降、市民がスポーツに取り組む

機運が醸成されている中で、令和３年１０月に行った「東久留米市スポーツ健康都市宣言」のもと

で、スポーツを通じた健康づくりの情報提供や個々のライフスタイルに応じたスポーツについて、

その奨励と普及に努めています。 

 また、関係団体と連携・協力して、各種イベントの開催を行い、スポーツを行う頻度の向上を図

っており、市民がスポーツに触れる機会の増大の一因となっています。さらに、スポーツは「いつで

も」、「どこでも」行えるだけでなく、「いつまでも」といった考え方も広がりつつあります。今後にお

いては、市民がスポーツを通じて幸福で豊かな生活を営むために、スポーツ習慣の「ある人」を増

加させる取り組みとして、安全な環境で日常的にスポーツに親しみ、スポーツを楽しみ、スポーツ

を支える活動に参加できる機会の確保が求められます。 

 スポーツを奨励し、振興するには、指導力を有する人材が不可欠です。そのため、指導者や市

民スポーツ団体の運営に携わる人材の確保・育成とともに、市民スポーツ団体との連携が求めら

れます。 

 スポーツ施設については、利用者が安全・安心に利用できるよう、施設の適正な維持及び管理

を行っています。なかでも、スポーツセンターは、指定管理者制度の特性を生かして、利用しやす

い施設づくりを協議・検討し、あわせて良質な自主事業の提供などのサービスの充実や、施設の

安全で安定的な管理を図っています。経年劣化や老朽化による施設維持の課題が散見されつつ

あることから、未来志向の公共施設マネジメントの考え方に沿って、解決に向けた検討が求めら

れています。 
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■ 基本的な方向性 

・スポーツを通じた健康づくりの情報提供や個々のライフスタイルに応じたスポーツの奨励と普及、

各種教室やイベントの開催を通じたスポーツを行う頻度の向上に努めます 

・施設の管理においては、経年劣化や老朽化に対応していくため、未来志向の公共施設マネジメ

ントの考え方に沿って解決に向けた検討を進めます 

・関係団体と連携し、市民スポーツの活動支援を通じた人材の確保・育成や、市民スポーツ団体

との連携促進の取り組みを継続して進めます 

 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市教育振興基本計画 

 

  



 

26 

 

 

基

本

計

画 

 

安

心

し

て

快

適

に

す

ご

せ

る

ま

ち 

 
 

資

料

編 

 

 

  

 

安心して快適にすごせるまち 

基本的な施策 

１ 安全・安心な地域づくり 

２ 快適な住環境整備の推進 

基本目標 
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基本的な施策 

１．安全・安心な地域づくり 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 １－１ 災害対策の充実 

 

■ 現状と課題 

 各地で大きな地震や、台風、豪雨による甚大な被害が多発し、これまでの防災対策のあり方が

問われています。本市では、多摩直下地震（Ｍ７．３）などの大規模な震災や風水害、原子力災害、

火山災害などを想定した「東久留米市地域防災計画」の定期的な修正を行っています。災害の発

生に備えて、庁内の危機管理体制、防災協定などによる防災機関同士の相互協力関係、災害時

の的確な情報伝達などを強化する必要があります。 

 災害が発生した際には自助、共助、公助の連携が大切です。そのため、市民一人ひとりの防災

意識の向上が求められます。自助による災害への備え、共助と公助の連携による自主防災組織

や、避難所運営連絡会などの活動促進、避難時に支援が必要な要配慮者や避難行動要支援者

の災害時支援、公助による災害対策のための備蓄や避難所運営の体制整備が求められています。 

 地震による建築物の被害及びこれに起因する人命や財産の損失を最小限に抑えるためには、

建築物の耐震化が重要です。そのため、「東久留米市耐震改修促進計画」に基づき、市内にある

建築物で最も多い木造住宅の耐震化を推進しています。また、令和６年１月に発生した能登半島

地震を教訓として、今後発生が懸念される首都直下地震などに備えるため、令和６年度からは、

木造住宅の耐震改修に対する支援を拡充しています。木造住宅の耐震化の向上に向け、啓発活

動の推進が求められています。 

 地震発生時においては、特定緊急輸送道路に係る沿道建築物の倒壊による道路の閉塞を防ぎ、

広域的な避難路及び輸送路を確保することが重要です。そのため、特定緊急輸送道路の沿道建

築物の耐震化を進めています。都市の防災力の向上に向け、啓発活動の推進が求められていま

す。 

 道路上の電柱や電線類は、災害時に倒壊などによる道路閉鎖などを引き起こす恐れがあり、防

災の観点からも対策が重要です。本市では、「東久留米市無電柱化推進計画」に基づき、電線類

を地中に埋設するなどの手法により、路上から電柱などをなくすことで、都市防災機能の強化、安

全で快適な歩行空間の確保、良好な都市景観の創出が期待される市道の無電柱化に取り組んで

います。  
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■ 基本的な方向性 

・市ホームページ上での情報発信の拡充や「安心くるめーる」や「防災Ｘ」などのＳＮＳの活用によ

る防災行政無線を補完する情報伝達手段の充実を図ります 

・災害用備蓄品の適切な維持・管理及び備蓄倉庫などの確保に努めます 

・市民による防災活動への支援を強化し、自主防災組織の育成を図るほか、防災マップや洪水ハ

ザードマップの周知など、災害時の自助・共助の活動の強化を推進します 

・消防団装備などの充実・強化に努め、地域消防力の向上に努めます 

・「東久留米市耐震改修促進計画」に基づく取り組みにより市民への周知・普及などの充実を図り、

木造住宅の耐震化の促進に努めます 

・特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震化のため、東京都と連携した啓発活動を実施するととも

に、国や東京都の補助制度の活用を充実させます 

・都市防災機能の強化、安全で快適な歩行空間の確保及び良好な都市空間の創出に向け、市道

の無電柱化を推進します 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市耐震改修促進計画 

東久留米市地域防災計画 

東久留米市国民保護計画 

東久留米市業務継続計画 

東久留米市無電柱化推進計画 

東久留米市国土強靱化地域計画 
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基本的な施策 

１．安全・安心な地域づくり 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 １－２ 防犯対策の充実 

 

■ 現状と課題 

 年々、認知件数・被害総額とも増加傾向にある特殊詐欺への対応が防犯上の大きな課題となっ

ています。特殊詐欺の仕組みは年々巧妙化しており、犯行のシステムを理解したうえで、犯罪や

非行のない地域づくりを進めることが必要です。特殊詐欺の対象となることが多い高齢者への啓

発に取り組むとともに、高齢者に限らず、あらゆる世代が安心して暮らせるよう、地域ぐるみの特

殊詐欺対策などを強化する必要があります。 

 安全で安心して暮らせるまちづくりの原点は、「自分たちのまちは自分たちで守る」ことです。そ

のため、市民一人ひとりが防犯意識を高め、自治会や地域コミュニティが主体となり、事業者、警

察、行政、防犯協会などとの連携や協力のもと、犯罪や非行のない地域づくりに向けた活動を推

進していくことが望まれます。このため、防犯意識の高揚に向けた啓発活動の推進、市民の自主

的な地域活動を促進するための支援、地域・関係機関などとの連携を進めることが重要です。 

 また、地域での防犯対策として、公園・道路など、放課後におけるこどもの居場所への防犯カメ

ラの設置や、小学校通学路点検結果などに基づく防犯灯の整備などが求められます。 

■ 基本的な方向性 

・特殊詐欺などへの対策を推進するために、警察などと連携を図り、広報活動や行事を通じた市

民や事業者などに対する啓発活動を「安心くるめーる」や「防災Ｘ」などを活用し、推進し、あわ

せて防犯ボランティアの活動を支援します 

・犯罪に関する的確で迅速な情報の提供を図るとともに、市民の自主的な地域活動を支援します 

・市民、事業者、警察、防犯協会などとの連携強化に努めます 

・犯罪抑止の向上を図るため、防犯灯の新設などの対策を進めます 
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■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市安全・安心まちづくり推進計画 

東久留米市再犯防止推進計画 
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基本的な施策 

１．安全・安心な地域づくり 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 １－３ 交通安全の推進 

 

■ 現状と課題 

 近年、市内で発生する交通事故は減少傾向となっていますが、交通事故に占める高齢者が関

係する割合は増加傾向となっているとともに、児童が交通事故に遭う事例も毎年発生しています。

また、自転車は、自転車乗用中における歩行者との衝突事故により死傷させるなど自転車利用者

が加害者となる事故の発生が社会問題になっています。そのため、本市では「高齢者及び子供の

交通安全の確保」、「自転車の安全利用の推進」、「交通安全意識の普及及び徹底」の３つを東久

留米市交通安全計画の重点施策に位置づけ、総合的かつ計画的に交通安全の推進に取り組ん

できました。 

 交通安全の推進には、歩行者、自転車及び自動車が安全で快適に通行でき、障害者、高齢者

及び子供などだれもが安心して通行できる道路環境の整備が必要です。そのため本市では、都

市計画道路や生活道路、交通安全施設の整備など、交通管理者などの関係機関と連携しながら、

安全対策が求められる箇所への対策を順次取り組んできました。交通事故が多く発生している

場所などで交通安全に配慮した道づくりを計画的に進めていく必要があります。 

 また、幼児から高齢者に至るまで、交通安全意識を持ち行動することが重要であり、段階的か

つ体系的な交通安全教育や交通安全活動の推進による交通安全意識やマナーの向上が求めら

れることから、交通事故を防ぐ取り組みとして、関係機関と連携しながら、安全教育の充実と安全

意識の向上に努めています。 

自転車の利用においては、都内での自転車損害賠償責任保険の加入義務に加え、道路交通

法の一部改正により乗車用ヘルメットの着用努力義務化されており、今後も自転車の交通ルール

違反に対する罰則強化が施行されることとなっています。本市では、自転車安全利用に向けて、

各種イベントにおける自転車保険への加入促進や自転車の交通ルールなどの安全教育の推進や、

パンフレットなどの配布により啓発に努めています。 
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■ 基本的な方向性 

・歩行者と自転車が安全に快適に利用できるよう、歩行者と自転車の道路の分離を図り、安全快

適な自転車通行空間の整備に努め、あわせて高齢者、障害者、子供などの交通弱者の安全を

確保するため、歩道のバリアフリー化に努めます 

・生活道路における安全確保のため、警察署や東久留米市交通安全協会などの関係機関との連

携を図るとともに、地域の実状にあった交通安全対策の向上を図り、交通事故の発生抑制に努

めます 

・警察署や東久留米市交通安全協会などの関係機関と連携し、全国交通安全運動や交通安全教

室をはじめとする啓発活動に取り組み、交通安全意識とマナーの向上を促進し、交通事故に関

する被害者などへの支援に努めます 

 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市交通安全計画 
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基本的な施策 

１．安全・安心な地域づくり 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 １－４ 消費生活の向上 

 

■ 現状と課題 

 消費を取り巻く環境は、高度情報通信社会の進展、電子商取引など消費生活におけるグローバ

ル化の進展などを背景に変化してきており、それに伴って消費者トラブルや消費者被害の内容も

年々高度化・複雑化しています。また、令和４年４月からの成年年齢引き下げに伴い、単独世帯の

高齢者だけでなく、若い世代の消費者トラブルも増加しています。消費者トラブルや消費者被害

は、防止と早期発見に努めることが重要であり、市では令和６年度より消費者相談事業を拡充し

て対応を図っています。 

 自立した消費者を育成し、消費者トラブルや消費者被害を未然に防ぐため、幼児期から高齢期

までの各ライフステージに応じた消費者啓発・教育を実施することが必要であり、市では関係機

関との情報共有や連携を図り、消費者啓発講座の開催などをしていますが、今後も行政機関や

消費者団体、事業者をはじめとした多様な主体と連携・協働し、消費者啓発・教育に取り組んで

いくことが必要です。 

 

■ 基本的な方向性 

・消費者センターでは、引き続き高度化・複雑化する相談内容に対応するとともに、地域と連携し

て消費者トラブルや消費者被害を未然に防ぎ、適切な解決ができるよう取り組みます 

・関係団体と連携し、幼児期から高齢者までの各ライフステージに応じた消費者啓発・教育関する

講座やイベントの開催、情報発信に努めます 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

－ 
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基本的な施策 

２．快適な住環境整備の推進 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 ２－１ 道路の整備 

 

■ 現状と課題 

 市内の主要な道路の中には、幅員が狭い区間や見通しの悪い箇所、歩道のない道路など、自動

車と歩行者の双方にとって危険な路線があります。また、歩道が整備済みでも歩道に段差や、歩

行者と自転車が分離されていない路線もあります。多くの歩行者・自転車及び自動車が利用する

道路は、だれもが安心して通行できる歩行空間の整備が必要です。そのため、交通の利便性の

向上や必要な安全対策を図り、あわせて安全で安心した通行が確保できる道路の拡幅や歩道の

設置を計画的に進めています。 

 都市計画道路は、安全な歩行空間の確保や、生活道路を通過する交通の抑制などの道路の安

全性の向上が、緊急輸送道路の確保や延焼遮断帯の形成、防災性の向上および沿道の事業所

や店舗の集積によるまちのにぎわいの創出などの効果が期待されます。市では、都市計画道路が

持つ効果や広域での交通の円滑化から、東京都と特別区及び２６市２町の協働により策定した

「東京における都市計画道路の整備方針（第四次事業化計画）」に基づき、事業を進めています。 

また、市道の維持補修や橋梁の修繕については、優先度を考慮したうえで、道路の安全性、快

適性の確保に向けて計画的に進めていく必要があります。 
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■ 基本的な方向性 

・東久留米駅西口広場も含め、地域の現状と課題を踏まえ、安全性・快適性に配慮し、計画的に
道路の拡幅整備や改修などを進めます 

・都市計画道路の整備や改修の際には、だれもが安心して通行できる歩行空間及び自転車走行
空間の整備を進めます 

・道路の緑化や透水性舗装など、自然環境との調和を目指した道路の整備を検討します 

・「東京における都市計画道路の整備方針」に基づき、優先整備路線の整備を推進します 

・道路舗装補修工事五か年計画に基づき、市道の維持補修を計画的に進めます 

・東久留米市橋梁長寿命化修繕計画に基づき、橋梁の修繕を計画的に進めます 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東京における都市計画道路の整備方針 

道路舗装補修工事五か年計画 

東久留米市橋梁長寿命化修繕計画 
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基本的な施策 

２．快適な住環境整備の推進 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 ２－２ 都市的土地利用と良好な住環境の形成 

 

■ 現状と課題 

 本市では、都市計画道路の沿道や大規模住宅団地建替え後の敷地などにおいて、地区計画制

度の活用などにより良好な都市景観が形成されつつあります。良好な都市景観の形成のために

は、市民及び事業者一人ひとりの環境に対する意識の醸成が、引き続き必要となります。 

 市内には昭和４０年代に建設された大規模住宅団地があります。大規模住宅団地の再生などに

際しては、住民相互の合意形成に向けた取り組みが求められます。 

 少子高齢化や人口減少などに伴い今後も増加が予測される空家等は、状態に応じた対策の強

化を含め、施策を進めることが必要です。 

市民一人あたりの公園面積は、都立六仙公園の開園面積拡大や新たな市立公園の開園により

増加してきていますが、依然として条例で定める５㎡には及ばない状況であり、さらなる公園整備

が求められています。一方、社会が成熟化し、市民の価値観も多様化する中、都市基盤も一定程

度整備されたステージでは、公園・緑地などの質的な側面の強化や、人口減少が見込まれる中で

の効率的な維持管理など、社会状況の変化などに応じた対応が求められています。そういった中、

令和５年２月に「今後の都市公園の取り組み方針」を策定し、ボール遊びのできる公園整備をはじ

めとする市内公園のあり方について、市民の意見を取り入れながら検討を行っています。 

 生産緑地地区については、平成２９年の法改正により地区の面積要件の緩和や、新たに創設さ

れた「特定生産緑地制度」により、良好な都市環境が形成されています。一方で、相続による農地

の分割や処分、農業者の高齢化や担い手不足により、生産緑地が維持できず宅地化していくこと

で、年々その面積が減少している側面もあり、生産緑地の保全に向けた対策が求められます。 

  



 

37 

 

 

基

本

計

画 

 

安

心

し

て

快

適

に

す

ご

せ

る

ま

ち 

 
 

資

料

編 

 

■ 基本的な方向性 

・地区計画などの都市計画制度を活用する際には、懇談会などを通じ、市民及び事業者の都市景

観に係る意識の醸成を図りつつ、まちづくりを推進します 

・大規模住宅団地の住環境の改善に向け、国や東京都の制度を活用した取り組みなどについて

検討し、再生を行う際には、地区の特性に応じた都市計画制度を活用するなど、良好な住環境

とにぎわいが調和した市街地環境の形成に努めます 

・市民、事業者、行政が連携を図り、「東久留米市空家等対策計画」に基づき、施策の推進に取り

組みます 

・都立六仙公園については、利便性の向上に向け、開園面積の拡大とにぎわいの創出に向けた施

設整備を目指し、東京都と連携を図ります 

・市内の公園、緑地について市民生活に配慮し、広く市民が親しめるよう環境整備を行い、あわ

せて民間資金・民間活力の導入や、次期「東久留米市公園施設長寿命化計画」の策定に向けた

検討を進めながら、適切な維持管理を進めます 

・市内全域の公園整備や既存公園の活用にあたっては、市民のニーズに合わせた公園のあり方

の検討に取り組みます 

・生産緑地地区については、特定生産緑地制度の周知に努め、指定をしていくとともに、都市農

地の活性化とあわせ、生産緑地地区の新規指定により、都市農地の保全に努めます 

 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市都市計画マスタープラン 

東久留米市緑の基本計画・生物多様性戦略 

東久留米市空家等対策計画 

東久留米市マンション管理適正化推進計画 
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基本的な施策 

２．快適な住環境整備の推進 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 ２－３ 交通環境の充実 

 

■ 現状と課題 

本市は、安全で円滑に移動しやすい道路網となる都市計画道路などの道路整備を進めており、

平成３０年度に２本の都市計画道路を供用開始したところですが、市内には未だ多くの狭隘な道

路が多く存在しており、市民の日常生活の移動などの手段として、市内の交通環境に見合った公

共交通が必要となります。本市の鉄道駅やバス停から２００ｍ以上離れている公共交通空白地域

は、交通利便性の高い地域の狭間に多く存在しており、移動に不便を感じている市民もいます。

そのため、地域公共交通の充実に向けて、市域全域を対象に、子育て世帯や高齢者を対象とした

デマンド型交通の実験運行に取り組み、実験運行での検証結果や本市の交通環境を取り巻く状

況を勘案し、「東久留米市デマンド型交通の本格運行に向けた運営方針」を策定しました。この方

針に基づき、令和７年度からＡＩを活用した交通システムを導入などの利便性の向上などを図り、

本格運行へ移行するなど、地域公共交通の充実に向けた取り組みを進めています。 

 自転車は、日常的な乗り物として多くの市民に利用されており、その結果、駅周辺には多くの自

転車が集中します。このため、駅周辺の自転車等駐車場など収容施設の不足が問題となっていた

ことから、恒久的な施設の確保が求められていました。そのため本市では、平成３０年３月に「東

久留米市駅周辺自転車等駐車場整備計画」を策定のうえ、駅西口に西口第１、第２自転車駐車場

を整備しました。 

 また、自転車等放置防止に関する条例により、駅周辺を放置禁止区域に指定し、継続的な巡回

による指導や撤去作業などの対策を実施しており、放置自転車等は減少傾向にあります。今後も

既存施設の最大限の活用を図りつつ、自転車等駐車場の定期利用率の推移などを把握するとと

もに通行の妨げや、災害時の緊急活動及び避難行動の支障となる放置自転車等の発生抑制に

向けた取り組みが求められています。 
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■ 基本的な方向性 

・地域公共交通の充実に向けたバス路線の拡充に向けて、バス事業者に道路整備の計画、進捗

状況など継続的な情報提供を図ります 

・デマンド型交通については、利用状況などの把握を進め、利便性の向上に努めます 

・駅周辺自転車駐車場については、既存施設の最大限の活用を図りつつ、自転車等駐車場の定

期利用率の推移などを把握するとともに、自転車などの放置を防止するため、巡回による指導

や撤去作業などを実施し、放置防止対策に努めます 

・関係団体と連携し、駅前放置自転車クリーンキャンペーンの実施や広報紙の活用などにより、自

転車等放置防止に向けた広報啓発活動を推進します 

 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市駅周辺自転車等駐車場整備計画 

東久留米市デマンド型交通の本格運行に向けた運営方針 
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基本的な施策 

２．快適な住環境整備の推進 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 ２－４ 公共下水道の維持管理・整備 

 

■ 現状と課題 

 下水道は、河川の水質保全、生活環境の改善と浸水防除を目的にはじまり、下水処理水や汚泥

の有効利用及び水循環への寄与など、果たす役割はますます重要なものとなっています。本市の

汚水整備は、平成１５年度末には概成しており、汚水処理人口普及率は１００％、水洗化率は令和

６年度末に９９．７％となっていますが、引き続き普及促進が求められます。 

 下水道施設については、平成３０年度に策定した「東久留米市下水道ストックマネジメント実施

方針」の考え方に基づき、下水道施設の老朽化や雨天時浸入水対策を計画的に進めていますが、

維持管理費の増加などが課題となっています。 

 公共下水雨水道事業については、雨水管渠整備を継続して進めており、浸水被害の軽減に一

定の効果が現れていますが、整備には、多大な費用と時間が必要です。令和５年１２月に改定され

た「東京都豪雨対策基本方針」に基づき、気候変動の影響に対応した雨水整備が求められていま

す。 

下水道経営については、令和２年度より地方公営企業法の財務規定などを適用し、一般会計

からの繰入金に依存しない、持続可能で自立的な下水道経営を目指した取り組みを行っていま

す。今後の物価高騰や下水道施設の老朽化対策、浸水対策などの社会情勢を受け、事業費の増

加が想定され、また、将来的な人口減少による使用料収入の減少などが見込まれていることなど

から、下水道経営の効率化・健全化に取り組む必要があります。 
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■ 基本的な方向性 

・公共下水道への未接続世帯に対する普及促進を図り、「湧水・清流保全都市宣言」に則り、清流

を市民とともに守り、次世代に引き継ぐことに努めます 

・「東久留米市下水道ストックマネジメント実施方針」を踏まえ、下水道施設の維持管理・改築を一

体的にとらえ、計画的・効率的な管理を図り、下水道施設の機能維持、維持管理費の縮減や雨

天時浸入水の削減に取り組みます 

・施設の耐震化の確保など、万が一の備えを行い、持続的な下水道事業の実践に努めます 

・限られた収入で、必要な市民サービスを将来にわたり安定的に提供していくため、公営企業会

計に則り、自らの資産情報や経営状況を的確に把握し、あわせて財政規律を向上させ、事業の

効率化と財源の確保に努めます 

・浸水被害の軽減を図るため、計画的・効率的な雨水整備事業を推進します 

 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市公共下水道プラン 

東久留米市下水道事業経営戦略 
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いきいきと健康に暮らせるまち 

基本的な施策 

基本目標 

１ 支え合う地域福祉の推進 

２ 高齢者がいきいきと暮らせる地域づくり 

３ 障害者がいきいきと暮らせる地域づくり 

４ 健やかな生活を支える保健医療の推進 
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基本的な施策 

１．支え合う地域福祉の推進 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 １－１ 地域福祉基盤の育成・強化 

 

■ 現状と課題 

 少子・高齢化の進行や社会・経済状況の変化など、社会構造の変化により、支え合いの基盤が

弱まっています。また、新型コロナウイルス感染症の拡大を機に、市民相互のつながりがますます

希薄化し、ひきこもりや孤独・孤立などの問題がクローズアップされるようになり、複雑化・複合化

が進む地域の課題を、公的な専門分野ごとの対応のみで迅速に解決していくことは困難です。 

 地域福祉の推進に向けては、市民一人ひとりの取り組み（自助）、市民同士、地域社会相互の助

け合い、支えあい（互助）、介護保険制度や医療保険制度などの自助の共同化としての社会保険

制度（共助）、市行政などの公的取り組み（公助）のそれぞれの役割分担に基づいてつながりを築

いていくことが重要です。 

 本市では、令和７年２月に改定した「東久留米市地域福祉計画」において「世代も分野も超えて

ともに支え合う誰もが主役の『東久留米の地域づくり』」を基本理念として掲げています。市民の

主体的な活動の支援を実施し、市民、地域活動団体、関係機関などが協働する仕組みを構築す

ることや、複雑化・複合化し、既存の協議体で対応が難しい課題の解決に向けた、多機関が連携

した重層的支援体制の整備が求められます。 

 民生・児童委員は、地域の身近な相談相手として、見守りや必要な支援を行っていますが、担い

手の確保が難しくなっていることが課題です。さまざまな媒体の活用や各種福祉保健分野の会議

への出席など、民生・児童委員の周知・啓発活動に加え、負担軽減のための取り組みが必要です。 

 

■ 基本的な方向性 

・自助、互助、共助、公助のそれぞれの役割分担のもとで、地域福祉の推進に努めます 

・複合的な課題、潜在的な課題を解決する体制や資源開発を検討する多機関協働の仕組みを新

たに構築します 

・民生・児童委員の担い手の確保、活動の支援、活動の周知に努めるとともに、民生委員協力員

制度を活用した負担軽減に取り組みます 
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■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市地域福祉計画 

東久留米市成年後見制度利用促進基本計画 

東久留米市再犯防止推進計画 

東久留米市高齢者福祉計画・介護保険事業計画 
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基本的な施策 

１．支え合う地域福祉の推進 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 １－２ 生活の安定と自立に向けた支援 

 

■ 現状と課題 

 令和２年６月に「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律」が公布さ

れ、国及び地方公共団体は、地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の整

備などに必要な措置を講じるよう努めなければならないことなどが示されました。 

 生活保護制度における被保護者の総数は、おおむね横ばいに近い形で推移していますが、内

訳として高齢者単身世帯が増加傾向にあります。一方で、経済的困窮や社会的孤立の状態にあ

る生活困窮者の問題は深刻化・複雑化が進んでおり、特に心身の健康や家族関係などの複合的

な問題を抱えているケースが多く、相談件数が増加しています。 

 このような状況の中、生活困窮者自立支援法の施行・改正により、生活保護に至る前の段階の

自立支援策の強化を図るため、生活困窮者に対し、自立相談支援事業の実施、住居確保給付金

の支給、就労支援などの取り組みを実施しています。引き続き、生活保護制度の適切な運用を図

り、関係機関と連携したうえで、生活保護に至る前段階からの生活再建に向けて、関係機関、関

係者のネットワークを構築し、包括的な支援策を用意することが求められます。また、生活保護制

度や、自立相談支援事業以外の関係者も含めて相談・支援が可能となる重層的支援体制整備事

業ほか、相談機能体制の設置などを検討することも必要です。 

 

■ 基本的な方向性 

・関係機関との連携の充実、生活保護制度の適切な運用を図るとともに、他法他施策を適切に活

用した被保護者の自立の促進に努めます 

・生活困窮者自立支援法の趣旨に鑑み、従前からの支援に加えて、日々広がっている支援機関

同士のネットワークを強みに自立に向けた支援をさらに推進します 

・生活困窮者などの複合したニーズを把握し、新たな相談機能体制の検討などを行い、必要な支

援へつなぐ取り組みを進めます 
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■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市地域福祉計画 
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基本的な施策 

２．高齢者がいきいきと暮らせる地域づくり 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 ２－１ 交流の場と安全の確保 
 

■ 現状と課題 

 家族や地域のつながりが希薄化し、高齢者の孤立が問題となっています。高齢者が住み慣れた

地域で安心して在宅生活を継続していくためには、多様な主体の参画や地域資源の発掘などを

活用した仕組みづくりが必要です。 

 また、高齢者は支えられるだけでなく、高齢者自身も地域社会の担い手として活躍することが期

待されています。高齢者が自らの経験や知識を活かし、生きがいを持つためにも、社会活動や地

域活動の機会に関する情報発信が必要です。 

 本市では、増加するひとり暮らし高齢者、高齢者のみ世帯のみまもりのため、関係機関との連携

を強化し、日常や災害時に支援ができるネットワークの形成を図っています。一方で、高齢者自身

がみまもりの必要性を認識せず、支援につながらなかった結果、有事の際に問題となるケースも

あります。適切な情報発信や意識啓発などを通して高齢者への継続的な働きかけを行っていくこ

とが必要です。 
 

■ 基本的な方向性 

・老人クラブやシルバー人材センターとの連携により、地域の結び付きの強化を図ります 

・高齢者が社会活動や地域活動に参加できる仕組みづくりや情報発信、活動支援に努めます 

・関係機関との連携を強化し、一人ひとりの状況に応じて適切に支援ができるよう、地域全体で

高齢者や要援護者を支える体制づくりを進めます 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市地域福祉計画 

東久留米市高齢者福祉計画・介護保険事業計画 
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基本的な施策 

２．高齢者がいきいきと暮らせる地域づくり 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 ２－２ 自立生活への支援 

 

■ 現状と課題 

 本市では、高齢者が住み慣れた地域で自立した日常生活が過ごせるよう、医療・介護・介護予

防・住まい・生活支援を一体的に支援する施策の取り組み（地域包括ケアシステム）を継続的に推

進しています。 

 本市における令和５年の「６５歳健康寿命（東京保健所長会方式）」は東京都平均を上回る結果

となっており、市が実施する介護予防教室や住民主体の通いの場の活動が多くの高齢者の健康

づくりに生かされています。一方、高齢化率は東京都内で比較的高く、今後も上昇が見込まれる

ことから、元気な高齢者を増やすための取り組みを継続していくことが求められます。 

 本市の「介護予防・日常生活支援総合事業」は、住民主体の「通いの場」のほか、地域の支え合

いなどの多様な社会資源を活用した「一般介護予防事業」と、要支援者を中心とした多様な生活

課題のニーズに応える「サービス・活動事業」を地域支援事業として提供していますが、サービス

の利用開始以降での利用者の介護予防や健康回復に対する意識の醸成に向けた取り組みが必

要です。 
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■ 基本的な方向性 

・２０４０年を見据え、中・長期的な視点から計画的に介護保険サービス基盤の整備を進め、あわ

せて多様な主体が地域の課題解決に向けて関係を構築する、「地域のつながりづくり」のための

取り組みを進めます 

・地域資源を活用し、介護予防・フレイル予防だけでなく、人と人との交流を通じた地域のコミュニ

ティづくりに取り組みます 

・認知症基本法の基本理念を踏まえ、認知症に対する正しい知識を啓発に努め、認知症のある人

やその家族の孤立化の防止や、生活しやすい環境づくりを進めます 

・介護保険サービス基盤の整備を進めていくとともに、地域課題の発見や検討を通じて地域包括

支援ネットワークの構築を進め、地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取り組みを進めま

す 

 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市地域福祉計画 

東久留米市高齢者福祉計画・介護保険事業計画 

東久留米市成年後見制度利用促進基本計画 
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基本的な施策 

２．高齢者がいきいきと暮らせる地域づくり 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 ２－３ 介護保険制度の運営 

 

■ 現状と課題 

 介護保険制度は、介護が必要な状態になっても本人や家族介護者が安心して暮らせるよう、社

会全体で支え合う仕組みです。市区町村は、３年を１期として「高齢者福祉・介護保険事業計画」

を定めるとされています。本市においても、３年ごとに見直される計画に沿って、持続可能性の高

い制度の管理・運営を行う必要があります。 

 高齢化の進展や高齢者の高齢化により、要介護者の増加が見込まれます。近隣市と比較すると、

本市の特別養護老人ホームの整備率は高くなっています。一方で、これら介護施設などに従事す

る職員の不足は、全国的な問題であり、必要となる介護人材の確保に向け、国や東京都と連携し、

効果的な施策の展開が求められています。 

 地域包括支援センターは、高齢者人口の増加や地域住民の複雑化・複合化したニーズへの対

応、虐待などの困難な問題を抱えた事例の増加、コロナ禍での高齢者の心身機能の低下などに

伴い、業務負担が増大し続けており、センター機能の効率性と専門性の向上などの課題に対応し

得る体制の構築が必要です。そのため、令和６年１０月より介護保険法に基づく地域包括支援セ

ンターのブランチを市内に設置し、運営を開始しています。また、令和６年１１月より、地域包括支

援センターの増設に向け、日常生活圏域の再編とあわせて検討を行っています。 

 在宅療養者の生活の場で医療と介護を一体的に提供するために、高齢者のライフサイクルを意

識したうえで、医療と介護が主に共通する４つの場面（日常の療養支援、入退院支援、急変時の

対応、看取り）を意識した、切れ目のない医療と介護の連携体制が望まれています。体制の実現

に向け、国で審議が行われているかかりつけ医師の機能の確保についての検討の内容、及びそ

の検討結果などを踏まえた検討を行っています。 
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■ 基本的な方向性 

・２０４０年を見据え、中・長期的な視点から計画的に介護保険サービス基盤の整備を進めていく

とともに、持続可能な介護サービスの提供体制を確保していくために、介護現場の生産性向上

（業務改善）の取り組みを進めます 

・支え手・受け手といった従来の関係性や、制度・世代や分野ごとの縦割りを超えて、多様な主体

が地域の課題解決に向けて関係を構築する、「地域のつながりづくり」のための取り組みを進め

ます 

・日常生活圏域の再編も含めた地域包括支援センターのあり方、体制整備などについて検討を

行い、地域包括支援センターの増設に向けた取り組みを進め、各センターのサービスの平準化

と質の確保を図ります 

・介護者の支援となる介護サービスの整備・周知を行い、あわせて家族介護者の負担軽減のため

に、適切なケアマネジメントに基づいた利用者のニーズに合ったサービス提供に努めます 

・切れ目のない医療と介護の連携体制の実現に向けた取り組みを進めます 

 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市地域福祉計画 

東久留米市高齢者福祉計画・介護保険事業計画 
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基本的な施策 

３．障害者がいきいきと暮らせる地域づくり 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 ３－１ 日常生活への支援 

 

■ 現状と課題 

 障害の有無によって分け隔てられることなく、すべての人が相互に人格と個性を尊重し合いな

がら共生する社会の実現が望まれます。本市では、差別解消に向けた啓発事業に対して支援を

行っています。国の「改正障害者差別解消法」が、令和６年４月に施行され、事業者による障害が

ある人への合理的配慮の提供が義務化されたことを踏まえ、引き続き社会全体で障害への理解

を深め、差別解消に向けた取り組みを推進していく必要があります。 

 障害者が住み慣れた地域で安心して暮らすためには、身近な相談場所があり、福祉サービスが

受けられる環境が必要です。本市では、障害者の自立と社会参加の支援を総合的かつ計画的に

取り組むため、令和６年２月に「障害者計画・第７期障害福祉計画・第３期障害児福祉計画」を策

定し、支援を進めています。この計画に基づき、障害のある人が必要な支援を受けながら自らの

決定に基づき、社会のさまざまな活動に参加して、自己実現できる地域社会を目指していく必要

があります。 

 近年の障害の多様化や、障害者の高齢化、重度化など、複雑化するニーズに対応していくため

には、各事業所や支援機関が連携して支援する体制づくりの構築が求められます。 

 障害者が安全・安心に暮らすためには、公共施設などのバリアフリー化が必要であり、災害時に

支援が必要な障害者の把握及び支援内容について、障害福祉サービス事業所などと連携し、検

討を進める必要があります。 
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■ 基本的な方向性 

・差別や偏見のない、あらゆる人が共生できる包摂（インクルーシブ）な社会の実現に向け、意識

啓発に努めます 

・障害福祉人材の確保を図り、あわせて障害者の高齢化や重度化などを見据え、障害者の生活

を地域全体で支える相談支援体制やサービス提供体制の構築に努めます 

・障害当事者や学識経験者などから構成される地域自立支援協議会とその専門部会の運営によ

り、障害福祉施策の評価・進行管理などに努めます 

・公共施設などのバリアフリー化を推進するとともに、障害福祉サービス事業所などと連携し、災

害時に必要な支援につなげられる体制づくりに努めます 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市地域福祉計画 

東久留米市障害者計画 

東久留米市障害福祉計画・障害児福祉計画 

東久留米市成年後見制度利用促進基本計画 
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基本的な施策 

３．障害者がいきいきと暮らせる地域づくり 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 ３－２ 日中活動への支援 

 

■ 現状と課題 

 本市では、障害者の就労を支援するために、障害者就労支援室を設置して、就労面・生活面の

相談支援を実施し、あわせて関連団体と連携した就労支援を進めています。就労支援の利用者

の増加や支援ニーズの多様化が進み、利用者のサポート体制や適切な支援プログラムの検討が

必要です。 

 毎年度、本市では、障害者優先調達推進法に基づいて、障害者就労施設などからの物品及び

役務の調達に関する方針を策定し、同方針及び就労施設が受注可能な作業などについて、市の

ホームページで公開しています。また、市内企業に対しては障害者雇用の啓発を図るとともに、就

労者が職場に定着できるよう支援が必要です。 

 障害者が地域との交流を図りながら、充実した余暇活動を送ることは大切です。本市では、障

害者に対する生涯学習活動や余暇活動について、活動の選択が限られているため、参加機会の

増加が求められています。 

 

■ 基本的な方向性 

・障害者就労支援室を中心に、ハローワークなどの関係機関とともに、企業に対して障害者に対

する理解の周知・啓発を図り、障害者の企業への就職と定着の支援を進めます 

・毎年度、調達方針を策定し、調達実績を公表するなどして、障害者の工賃向上へつながる支援

を進めます 

・障害者が身近な地域で生涯学習活動や余暇活動に参加できるよう、引き続き障害者地域自立

生活支援センターと精神障害者地域生活支援センターにおいて、地域交流や集いの場の提供

に取り組みます 
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■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市地域福祉計画 

東久留米市障害者計画 

東久留米市障害福祉計画・障害児福祉計画 
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基本的な施策 

３．障害者がいきいきと暮らせる地域づくり 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 ３－３ 障害児への療育支援 

 

■ 現状と課題 

 障害児のライフステージに沿って、さまざまな関係機関が連携を図り、切れ目のない支援を提供

する体制づくりが重要です。また、障害児支援を利用することにより、障害の有無にかかわらず、

すべての児童がともに成長できるよう、地域社会への参加や包容（インクルージョン）を推進して

いくことが求められています。 

健康診断を通じて乳幼児の発育及び発達状況を確認し、発達に課題のある乳幼児の発見から

療育へつなげる連携の推進が必要です。 

 令和２年度から、児童発達支援センターに移行した市立わかくさ学園は、児童発達支援事業に

よる障害児療育を中心に、障害児やその家族への相談、障害児を預かる施設への援助・助言を

あわせて行うなど、地域の中核的な障害児支援施設の役割を担っています。引き続き、通所によ

る支援のみならず、保育園や幼稚園などで適切な支援が受けられるよう相談・援助を行い、発達

に課題のある子どもに対して支援を行うことが求められます。 

障害児支援にあたっては、障害児サービス事業所などが連携を図ることや、障害児を持つ家庭

では、不安や悩みを抱えているケースも多いため、子育てに関する不安や悩みを持つ保護者同

士がともに考えていく交流の場を提供することも重要です。 
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■ 基本的な方向性 

・母子保健機関、教育機関などとの連携を図りながら、出生から１８歳までの切れ目のない支援体

制の構築に努め、１８歳以降も適切な支援が受けられるよう、障害福祉サービス事業所との連携

の強化に努めます 

・乳幼児健診や発達健診の実施により、発達に課題のある支援が必要な子どもの早期発見・早期

療育に努めます 

・児童発達支援センターわかくさ学園を地域の中核的な療育支援施設として、保育園や幼稚園、

児童福祉施設などの障害児を預かる施設への援助・助言を行い、発達に課題のある子どもへの

支援に努めるとともに、障害児やその家族への相談、地域との交流に努めます 

 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市地域福祉計画 

東久留米市障害者計画 

東久留米市障害福祉計画・障害児福祉計画 
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基本的な施策 

４．健やかな生活を支える保健医療の推進 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 ４－１ 保健医療体制の充実 

 

■ 現状と課題 

 本市は、東京都における二次保健医療圏の中で、北多摩北部医療圏に属しています。新型コロ

ナウイルス感染症の影響により保健所との連携体制が強化されましたが、今後の役割分担や情

報共有のあり方について、検討が必要です。 

 本市では市内医療機関の協力を得て、医科・歯科の休日及び準夜間の診療体制を整え、地域

で医療サービスを３６５日提供しています。また、小児の平日準夜間の初期救急医療は、北多摩

北部医療圏の医師会の協力を得て、診療体制を整えています。休日・平日準夜間の初期救急医

療の体制を維持できていますが、医師負担の平準化などの課題について、体制維持のための検

討が必要です。 

 身近な地域で相談や診療を受けられるよう、かかりつけの医療機関・歯科医療機関・薬局を持

つことをさらに推進する必要があります。かかりつけ医が提供する在宅医療を要とし、圏域の専

門病院による高度医療との連携を強め、感染症対策など多様化する医療ニーズに対応していくこ

とが重要です。 

 

■ 基本的な方向性 

・地域及び圏域の医師会の協力を得て、休日及び準夜間の診療及び平日準夜間の小児初期救

急医療の提供に努めます 

・医師会、歯科医師会及び薬剤師会の委員などで構成される地域医療協議会や、在宅医療・介護

連携推進協議会などにおいて、地域医療と保健に係る課題を共有し、特に在宅医療を必要とす

る高齢者などが安心して地域で暮らせる保健医療体制づくりを進めます 

・市民が高度医療を受けやすくするため、保健医療圏内での連携強化を図ります 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東京都北多摩北部保健医療圏地域保健医療推進プラン 
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基本的な施策 

４．健やかな生活を支える保健医療の推進 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 ４－２ 健康づくりの推進 

 

■ 現状と課題 

 本市における令和５年の「６５歳健康寿命（東京保健所長会方式）」は東京都平均を上回る結果

に位置しています。本市では、令和７年２月に策定した「東久留米市健康増進計画（第３次）」に基

づき健康寿命の延伸を目指し、市民が気軽に健康的な行動をとることができる環境づくりを進め

ています。 

 また、新型コロナウイルス感染症の影響による受診控えの結果、特定健診・後期高齢者健診、及

び５がん検診の受診率が低下していましたが、徐々に回復傾向にあり、さらなる受診率の回復・上

昇に向け、オンライン申請の拡充などの受診環境整備や、健康無関心層への働きかけが必要です。 

 生涯にわたって健全な心身を培い、豊かな人間性を育むためには、食育を推進することが重要

です。本市では、令和６年２月に「東久留米市食育推進基本方針（改訂版）」を策定し、国の第４次

食育基本計画を踏まえ、食育の推進に取り組んでいます。 

 予防接種は、国の方針に沿って着実に進めています。引き続き、国からの情報に基づき、分かり

やすく説明していく取り組みが必要です。 

 健康増進法に基づき施設内禁煙を徹底し、受動喫煙防止の環境づくりを進めるとともに、市民

一人ひとりの健康づくりを支援する環境づくりを進めています。 

 こころの健康は、いきいきと自分らしく生きるための重要な条件ですが、近年、こころの病気の

患者数は増加しています。なかでも、うつ病などのこころの病気は重要な自殺の要因となっていま

す。本市では、令和６年２月に「東久留米市自殺対策計画（第２次）」を策定し、計画に沿って自殺

の防止に取り組んでいます。同計画に掲げる「みんなでこころ支えあう 心地よいまち」に向け、全

市民の意識を醸成するための取り組みが求められています。 
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■ 基本的な方向性 

・市民一人ひとりが、自ら取り組める健康づくりの活動を継続・実践できるように、情報の発信及

び環境づくりについて、健康づくり推進員と協働しポピュレーションアプローチとして取り組みま

す 

・地域医師会と連携し特定健診、特定保健指導及び５がん検診を受けやすい環境を整え、オンラ

イン申請やオンラインによる相談事業も補完的に取り入れながら、受診率向上に努めます 

・食育については、東久留米市食育推進基本方針（改訂版）の個別計画として、東久留米市健康

増進計画（第３次）の推進に取り組みます 

・予防接種法の制度改正に適切に対応するとともに、地域医師会と連携し、予防接種の促進を図

り、感染症予防に努めます 

・市自殺対策計画（第２次）により、庁内外で連携しながら、市民のこころの健康づくりに取り組み

ます 

 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市地域福祉計画 

東久留米市健康増進計画 

東久留米市国民健康保険特定健康診査等実施計画 

東久留米市国民健康保険データヘルス計画 

東久留米市自殺対策計画 

東久留米市食育推進基本方針 
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基本的な施策 

４．健やかな生活を支える保健医療の推進 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 ４－３ 医療保険制度の運営 

 

■ 現状と課題 

 国民健康保険は、市民が安心して医療を受けられるための国民皆保険制度の中核として重要

な役割を担っています。会社員などが加入する被用者保険の適用拡大、年齢構成の変化などに

より、国民健康保険加入者に占める低所得者の割合は高まる一方で、高齢化や医療技術の進歩

などにより医療費が増大し、平成３０年度の国民健康保険事業運営の都道府県単位化以降もそ

の制度運営は非常に厳しい状況が続いています。加えて、令和２年の新型コロナウイルス感染症

の拡大を契機とした「新たな日常」を支えるため、国民健康保険制度の基盤強化とその維持、人

生１００年時代に向けた持続可能な制度運営に努めます。 

 また、令和６年２月に改定された「東京都国民健康保険運営方針」では、都内のどこに住んでい

ても同じ所得水準・同じ世帯構成であれば同じ保険料水準となる完全統一を目指すとされてい

ますが、東京都が示す標準保険料率と市が定める保険税率との間には乖離があることから、計画

的にこの乖離幅を圧縮することにより、保険税の年度間の平準化を図る必要があります。 

 令和５年においては新型コロナウイルス感染症が「感染症の予防及び感染症の患者に対する医

療に関する法律」における５類感染症に移行したことにより、医療費水準については徐々に平時の

水準へ転じてきています。依然として被保険者数の減少傾向は続いていますが、被保険者の高

齢化の進展や医療技術の進歩などに伴う医療費の増加が見込まれます。 

 ＩＣＴを活用した健康予防の重要性が再認識される中、健康寿命を延伸するため、データに基づ

く予防・健康づくりを推進しつつ、東京都全体で医療費適正化並びに医療費の抑制を図る取り組

みが求められます。 
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■ 基本的な方向性 

・適切な保険給付及び保険税賦課による税の収納率の向上に努め、公正で健全な制度の運営に

努めます 

・特定健康診査・特定保健指導など受診率向上に努めるとともに、市民へ健康づくりの情報やサ

ービス提供などの働きかけを行うことによるポピュレーションアプローチ及び重症化予防に代表

されるハイリスクアプローチの両側面から健康の保持増進を図り、将来の医療費削減につなが

る取り組みを進めます 

・東京都及び都内区市町村とともに、国民健康保険の安定した制度運営に向けて、医療費適正化

を進めます 

 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市国民健康保険特定健康診査等実施計画 

東久留米市国民健康保険データヘルス計画 
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子どもが豊かに成長できるまち 

基本的な施策 

基本目標 

１ 子どもを安心して生み育てられる環境づくり 

２ 子どもの未来を育む学校づくり 
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基本的な施策 

１．子どもを安心して生み育てられる環境づくり 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 １－１ 幼児教育・保育の充実 

 

■ 現状と課題 

 核家族化の進展や女性の社会進出、就労形態の多様化など、社会情勢の変化により、子どもや

子育てをめぐる環境が変化してきており、幼児教育・保育などの子育て支援に対する市民からの

要望も多岐にわたってきています。 

 こうした中、本市では、公設公営保育園への民間活力導入に取り組みながら、認可保育所や特

定地域型保育事業の開設・定員拡大などによる保育サービスの量的確保とともに、障害児・特別

な配慮を要する子どもへの支援の充実など、質の向上を図ってきました。その結果、子ども・子育

て支援事業計画における各年齢区分の保育の提供体制は、保育ニーズの見込みを上回る状況と

なっています。定員に空きが生じている保育施設などもみられることから、保育ニーズと提供体制

の均衡を図りながら、子育て支援策を講じていくことが重要です。 

 学童保育についてもニーズは高まってきており、本市では児童福祉法の改正を受けて受け入れ

の年齢拡大、延長育成を行う施設の拡大などの充実を図ってきました。今後も子どもが安心でき

る環境で成長できるよう、安定的な事業の継続が求められます。 

 また、特別な支援を必要とする子どもや、子育ての不安や悩みを抱える保護者について、子ども

が安心な環境で育まれ成長できるよう、子育てしやすいまちづくりを進めていくことが求められま

す。 
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■ 基本的な方向性 

・子どもを取り巻く状況を注視し、保育ニーズと提供体制の均衡を図りながら、必要に応じ民間の

保育施設などを整備し、公設公営保育園への民間活力の導入を図ります 

・幼児教育の質の向上を図るために市内幼稚園事業者へ必要な支援を行います 

・学童保育について、需要を考慮した施設や設備の環境整備とともに、学童保育所へのニーズに

対応し、安定的な事業の継続という課題解決に向けて、民間活力の導入を検討します 

・特別な支援を必要とする子どもや、子育てに不安を抱える保護者に対し、保育所などが児童福

祉施設の専門性を生かした適切な支援を行います 

 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市子ども・子育て支援事業計画 

今後の東久留米市立学童保育所の運営方針 
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基本的な施策 

１．子どもを安心して生み育てられる環境づくり 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 １－２ 親と子の健康の確保及び増進 

 

■ 現状と課題 

 子どもが健康で元気に育つためには、乳幼児健診をはじめとする健康管理と必要な医療の提

供が重要です。 

 新型コロナウイルス感染症の影響で社会との分断を余儀なくされた妊産婦や、子育て世帯が孤

立を深め、育児不安や虐待リスクの高まりが懸念されたことから、本市では、感染対策に留意しな

がら母子保健事業を実施し、５類感染症へと移行した後も継続して母子の支援を行っています。

令和６年度にはこども家庭センターも開設し、妊娠期からの切れ目ない支援の充実に取り組んで

います。今後も多様な場面で、保護者が気軽に相談できる環境を整えていくことが必要です。ま

た、家庭問題などの複雑化や、言語の壁や発達特性などによって、支援が困難となる事例が増加

しつつあることから、幅広い機関と連携した多職種の連携が重要です。 

 母子保健法の改正を踏まえ、子育て世代包括支援センターの仕組みを中心に据え、虐待などに

つながりやすいハイリスク家庭を妊娠期から支援に結び付けることが必要です。産後の母親の不

安定な時期に、孤立せずに安心して子育てができる支援体制を確保していくことも求められてい

ます。 

 新生児訪問の実施率や乳幼児健診の受診率は向上しています。健診によって、発達障害などの

目に見えない障害が見つかる子どもが増えており、関係機関と連携し、切れ目のない支援が求め

られます。 
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■ 基本的な方向性 

・妊婦健診のさらなる充実に取り組みます 

・妊婦から子育て世帯まで、気軽に相談でき、不安軽減を図れるよう相談事業の充実を図ります 

・産後に安心して子育てができるよう、心身の安定と育児不安の軽減を図るための取り組みの継

続を図ります 

・子育て家庭に関する総合的な支援に加え、妊産婦や乳幼児についても関係機関と連携し、一体

的かつ切れ目のない支援に取り組みます 

 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市子ども・子育て支援事業計画 

東久留米市母子保健計画 
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基本的な施策 

１．子どもを安心して生み育てられる環境づくり 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 １－３ 子育て家庭の経済的負担の軽減 

 

■ 現状と課題 

 我が国における少子化の進行は深刻さを増しており、その背景には、個々人の結婚や出産、子

育ての希望の実現を阻むさまざまな要因が複雑に絡み合っていますが、その要因の一つとして、

子育て中の経済的負担が指摘されています。こうした中で、総合的な少子化対策を推進する一

環として、子育てを行うすべての家庭の経済的負担の軽減を図るため、東京都は、子ども医療費

助成の対象を高校生などまで拡大し、所得制限を撤廃しました。また、国による児童手当制度の

拡充など、次世代の社会を担う子どもの健やかな成長に資することを目的とした制度改正が多く

行われる中、今後も、これらに速やかに対応しつつ、そのニーズに沿って対応していく必要があり

ます。 

 ひとり親家庭などでは子育てをはじめ生活全般にわたり、精神的、経済的負担が大きくなってい

ます。本市では、手当や医療費助成に加え、ひとり親家庭の自立支援のための教育訓練給付金

事業、高等職業訓練促進給付金事業、東京都母子及び父子福祉資金貸付事業などを実施してお

り、今後も、適切な自立支援が求められます。 
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■ 基本的な方向性 

・子育て家庭への手当・医療助成などの手続きや保育所・幼稚園の入園相談などを所管する窓口

では、適切な相談窓口への取り次ぎなどを行い、各種制度を通じ、子育て家庭における経済的

負担の軽減を図ります 

・教育訓練給付金事業、高等職業訓練促進給付金事業などの実施に加え、関係機関と連携し、

個々の家庭の状況に応じた総合的な就労支援に努めます 

・子育て家庭に関する総合的な支援に加え、妊産婦や乳幼児への支援についても関係機関と連

携し、一体的かつ切れ目のない支援に取り組みます 

・ひとり親家庭などに対する経済的な負担軽減や生活支援、相談活動など、自立に向けた支援を

行います 

 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市子ども・子育て支援事業計画 
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基本的な施策 

１．子どもを安心して生み育てられる環境づくり 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 １－４ 家庭・地域における子育て支援 

 

■ 現状と課題 

 ひとり親家庭、多国籍、ステップファミリーなど、家庭の形の多様化に伴い、家庭内の課題やニ

ーズも複雑化しており、それぞれの家庭の状況に応じたきめ細やかな支援が求められています。

子どもと親が安心して暮らせるよう、地域や社会全体でも支えられる、子どもを中心とした適切な

支援を包括的に講じていくことが必要です。 

 令和６年度に設置したこども家庭センターを中心として、母子保健の分野と児童福祉の分野を

つなぎ、一体的かつ切れ目のない支援を提供することが求められています。また、新型コロナウイ

ルス感染症の影響により子育ての孤立化が進んで以降、子育ての知恵や経験を共有する機会に

恵まれず、子育てに不安を抱える家庭が増加しています。育児不安が虐待につながることを防ぐ

ためにも、これまでの虐待通告や相談への対応に加え、虐待の防止について強化していくことが

必要です。 

 

■ 基本的な方向性 

・子どもと親が地域で安心して過ごせるような環境づくりに努めるとともに、地区青少年健全育成

協議会による児童の健全育成のための活動支援を進めます 

・市内各保育所における育児相談、園庭開放、地域交流行事など、地域活動事業の充実に努め、

地域の子育て力向上を図ります 

・児童館は、子どもの健全育成のための施設であり、遊びや生活の場での継続的な関りを通して

適切な支援を行い、あわせて子どもと子育て家庭の課題の発生予防や早期発見に努め、関係

機関と連携した支援を進めます 

・こども家庭センターは、子育て家庭に関する総合的な支援、妊産婦や乳幼児への支援について

関係機関と連携し、一体的かつ切れ目のない支援に取り組みます 

・地域子育てひろば及び地域子育て支援センターは、地域の子育て及び親子の交流を促進する

支援拠点として、子育てに関する情報提供及び相談支援の充実を図ります  
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■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市子ども・子育て支援事業計画 
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基本的な施策 

２．子どもの未来を育む学校づくり 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 ２－１ 人権尊重と健やかな心と体の育成 

 

■ 現状と課題 

 すべての人々の人権が尊重され、相互に共存し得る平和で豊かな社会の実現のためには、一

人ひとりの人権尊重の精神の涵養が図られることが大切です。 

本市では、すべての市立小・中学校で人権教育を推進しており、人権尊重推進月間（さわやか

月間）において、毎年多数の作文・標語・ポスターの応募があります。今後も、児童・生徒の発達段

階に応じ、人権の意義・内容を理解し、態度や行動に現れるとともに、人権が尊重される社会づく

りに向けた行動につながるよう教育を行っていくことが必要です。 

 また、本市では、令和６年に一部改定した「東久留米市いじめ防止対策推進基本方針」に基づき、

軽微ないじめも見逃さず、いじめの定義に基づいたいじめの認知を行っています。いじめを生ま

ない、許さない環境づくりのために、いじめ防止授業の実施などを推進し、「いじめは絶対に許さ

ない」という意識の醸成を図ることが必要です。あわせて、市立小・中学校における不登校児童・

生徒数が増加傾向にあることから、不登校対策についても、一体的かつ速やかに充実を図る必

要があります。 

 さらに、特別な支援を要する児童・生徒が増加傾向にあることから、個に応じた指導・支援やイ

ンクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進を図る必要があります。 

加えて、健やかな心と体の育成に当たり、心と体を一体として捉え、生涯にわたって健康を保持

増進し、豊かなスポーツライフを実現するための資質・能力を育成することや適切な生活習慣及

び食習慣の定着を図ることが重要です。 
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■ 基本的な方向性 

・人権尊重の意識をより高める教育を行うために、学校管理職や人権教育推進委員への啓発や

研修の充実を図り、引き続き小・中学校における人権教育のあり方について共通理解を図りま

す 

・各学校が毎年作成する「学校いじめ防止基本方針」を活用し、市域全体でいじめ問題への対応

に取り組みます 

・各学校での教育相談体制や関係機関との連携、学習適応教室や校内別室などの多様な支援な

ど、不登校問題への対策について充実を図ります 

・個に応じた指導・支援やインクルーシブ教育システム構築など、特別支援教育の推進を図ります 

・各学校で日常的に運動に親しむ資質や能力を育成し、健康の保持増進のための実践力と基礎

体力や運動能力の向上を目指します 

・各学校で食に関する指導計画を作成し、食に関する知識と食を選択する力を身に付け、健全な

食生活を実践することができるよう食に関する教育を進めるとともに、学校給食での地場産農

産物の活用に取り組みます 

 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市教育振興基本計画 

東久留米市特別支援教育推進計画 
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基本的な施策 

２．子どもの未来を育む学校づくり 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 ２－２ 確かな学力の育成 

 

■ 現状と課題 

 多様な人々と協働しながらさまざまな社会的変化を乗り越え、豊かな人生を切り拓き、持続可

能な社会の創り手となるよう一人ひとりの子どもを育成することが求められています。そこで、学

習指導要領の改訂により、育成を目指す資質・能力が三つの柱で整理されたことに伴い、主体

的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善に取り組んできました。 

また、主体的に考え、見出した情報を活用しながら他者と協働していく情報活用能力を育むこ

とが求められている中、「ＧＩＧＡスクール構想」に基づき、本市では令和２年度に、すべての小・中

学校において、校内通信ネットワーク及び児童・生徒一人に１台の端末を一体的に整備しました。

今後も、教育ネットワークの保守やＩＣＴ機器の追加導入、保守・更新などの維持管理などの対応

が必要です。 

 さらに、社会のグローバル化が進む中、国際理解は重要な課題となっています。国際社会で活

躍できる人材を育成するために、生きた英語が身に付く授業や事業の充実に取り組んでいます。

あわせて、自分たちの伝統と文化に対して誇りを持つことや、他国の人々や文化に対して理解し

尊重するための取り組みも必要です。加えて、読書を通して子どもたちの豊かな人間性を育む読

書活動の推進のため、学校図書館の利活用を進めていくことが必要です。 

 ほかにも、小・中学校間における連携の一層の充実や幼稚園・保育園・小学校間での連携の推

進、地域人材・地域資源を活用した教育活動、保護者や地域と連携した学校運営の充実が求め

られています。 
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■ 基本的な方向性 

・教員研修の内容や方法を充実させることで、教員の資質や学習指導力などの向上を図り、子ど

もたち一人ひとりの発達段階や習熟度などに応じた個別最適な学びと協働的な学びの一体的

な充実に取り組みます 

・主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善や、教育環境、補習体制の整備などにより、

学力向上に取り組みます 

・コンピュータや情報通信ネットワークなどＩＣＴ機器を活用した学習活動の充実を図り、子どもた

ちが多くの情報を取捨選択し、正しい情報を取得できる力の育成に努めます 

・子どもたちが日本の伝統や文化を大切にしたうえで国際感覚を身に付け、国際社会において活

躍できるようなコミュニケーション能力の醸成や、地域社会への理解を深める教育を進めます 

・学校図書館の整備を引き続き行い、子どもたちの読書活動や学習活動の充実を図ります 

・小中連携の日の取り組みの推進など、小・中学校間における連携、幼稚園・保育園・小学校間の

連携に取り組みます 

・地域人材・地域資源を活用した教育活動や、保護者や地域と連携した学校運営の充実を図りま

す 

 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市教育振興基本計画 

東久留米市子ども読書活動推進計画 
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基本的な施策 

２．子どもの未来を育む学校づくり 
 

■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 ２－３ 信頼される学校づくり 

 

■ 現状と課題 

 学校が各校の創意工夫を生かした特色ある教育活動を進めるためには、地域や学校の実態に

即して適切な教育課程を編成し実施するとともに、評価、改善していくことが大切です。そこで、

教員一人ひとりの力量が発揮され、きめ細かな指導が行われるよう、研修案内の充実や新規研

修の実施などに取り組み、あわせて教員の働き方改革の推進に努めています。今後も、教員が効

率的に業務を行い、子どもに向き合う時間を確保しながら、多様な状況下にあるすべての児童・

生徒の学びを保障するため、家庭、地域及び関係機関と連携を図り、時代の要請に応える教育の

充実や環境整備に努める必要があります。 

 一方、児童・生徒が安心・安全に学ぶことができる教育環境を整備するため、学校施設の日常

点検や維持補修、「施設整備プログラム」に基づく施設の大規模・中規模改修工事に計画的に取

り組んでいますが、施設整備プログラムによる改修工事が未実施の学校においては損耗やさまざ

まな機能低下を引き起こしており、対策が求められています。 

 加えて、今後の人口減少・少子化の進展や学校施設の老朽化といった課題に対し、児童・生徒

の成長に資する標準的な学校規模・配置の観点から、児童・生徒数の将来推計を把握し、公共施

設マネジメントの視点も含めて、将来の学校施設のあり方、規模や配置を構想していくことが求

められています。 

児童・生徒が登下校時に、交通事故にあったり、犯罪に巻き込まれたりしないよう、学校と家

庭・地域、関係機関が連携して、安全確保に向けた取り組みを継続的に行っていく必要がありま

す。学校給食では、児童・生徒が、食に関するさまざまな知識や望ましい食習慣を身に付け、健康

の保持増進が図られるよう、安全・安心な給食を安定的に提供していくことが重要です。また、食

に関わる人々への感謝の気持ちを育み、地域で生産される食材や食文化への関心を高める食育

を推進することも大切です。 
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■ 基本的な方向性 

・働き方改革の意識を高めて教員の勤務環境の整備に取り組み、きめ細かな指導に向けて子ど

もたちに効果的な教育活動を行います 

・学校施設の日常点検や維持補修、施設整備プログラムに基づく施設全体の改修工事を計画的

に取り組みます 

・今後の人口減少・少子化の進展に対し、児童・生徒数の将来推計を継続的に把握し、公共施設

マネジメントの視点も含めて、将来の学校施設のあり方を構想します 

・子どもたちが交通事故や犯罪被害に遭わないよう、関係者合同での通学路点検を定期的に実

施し、対策が必要な箇所の改善に努めるなど、継続的な安全確保に努め、通学路の安全対策と

して、防犯カメラの設置及び維持管理に取り組みます 

・児童・生徒の健やかな成長のために、安全・安心で栄養バランスの取れた給食を提供し、あわせ

て地場農産物の活用を通じて、自然の恩恵や生産者への感謝の心を育むなどの食育に取り組

みます 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市教育振興基本計画 
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自然と共生する環境にやさしいまち 

基本的な施策 

基本目標 

１ 水と緑を守り育てる環境づくり 

２ 地球環境にやさしいくらしづくり 
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基本的な施策 

１．水と緑を守り育てる環境づくり 
 
■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 １－１ 水と緑の保全と活用 

 

■ 現状と課題 

 本市には「平成の名水百選」に都内で唯一選定された「落合川と南沢湧水群」を含む数多くの湧

水があり、これらを水源とする黒目川や落合川が流れています。豊富な湧水を好む多様な、また

希少な生きものが棲んでいるこれらの湧水や河川は、市民が豊かな水辺環境に触れることのでき

る憩いの場になっており、貴重な財産となっています。市民が水辺に親しむ環境を充実させるとと

もに、河川沿いの遊歩道の適正な維持管理に努めることや治水対策の強化に向けて、生活排水

の流入による汚濁の防除など、自然環境への影響に配慮した黒目川上流域の雨水整備などを行

い、水辺環境の保全に努めています。今後も市民が水辺環境に親しめるよう適正な維持管理や、

河川の汚濁の防止に向けた意識醸成に努める必要があります。 

 本市は、東京都が指定する保全地域５０箇所のうち、８箇所が市内にあるほか、雑木林や農地、

屋敷林、樹林地も点在しており、緑に恵まれた環境と言えます。こうした空間は、生きものの生育・

生息環境、市民の憩いの場となるだけでなく、防災上の機能や地下水涵養機能を担っています。 

 これまでも「東久留米市のみどりに関する条例」及び「東久留米市宅地開発等に関する条例」に

基づき、宅地化される土地については、一定の緑地の確保を義務づけていますが、都市化の進展

により、制度によって保全されていない雑木林や農地などの民有地については減少傾向にありま

す。このため、今後も市として特に保全すべき価値の高い緑地の保全に向けた事業などを通じて、

緑被率の維持に加え、市内の貴重な自然環境をエコロジカル・ネットワークとした「ネイチャーポジ

ティブ」にも取り組む必要があります。 

 近年では「ナラ枯れ」が全国的に猛威を振るっており、本市の樹林地などでも被害が多く確認さ

れています。今後も市民が親しめるよう市内の公園、緑地などの環境整備を行い、あわせて高

木・老木化した樹木の適切な維持管理や、必要な安全対策を講じていく必要があります。また、緑

の維持のため「みどりの基金」や「森林環境譲与税」に加え、さまざまな制度を通じた国や都の財

政支援について、積極的かつ効果的な活用に取り組みます。 
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■ 基本的な方向性 

・河川の汚濁の防止に向けた周知に努めます 

・水辺環境の適正な維持管理を図るため、河川沿いの遊歩道の適切な管理に努めることや市民

団体と協力して水辺環境の保全に努めます 

・貴重な緑を守るため、適切な手法で緑地の保全、確保を図ります 

・緑地の保全や緑化の推進のため、「みどりの基金」や「森林環境譲与税」の活用に加え、国や都

からの財政支援などにより、計画的に進めます 

 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市環境基本計画 

東久留米市緑の基本計画・生物多様性戦略 

東久留米市緑地保全計画 
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基本的な施策 

２．地球環境にやさしいくらしづくり 
 
■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 ２－１ 総合的環境施策の推進 

 

■ 現状と課題 

 市民の快適な生活環境のためには、大気汚染や水質汚濁、不法投棄などさまざまな環境問題に

対し、定期的な調査を行い、関連機関との連携・協力のもと適切な対応が求められます。 

 地球温暖化について、その解決には世界的な取り組みが必要となっています。本市では、令和５

年２月に「第四次地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」を策定するとともに、同年３月には「東

久留米市ゼロカーボンシティ宣言」を発表しました。また、令和８年２月には、「東久留米市ＧＸ推

進方針」を踏まえ、「地球温暖化対策地方公共団体実行計画（区域施策編）」や国の熱中症対策

実行計画に基づく本市の取り組みを含む、「第三次環境基本計画」を策定し、市民、事業者、行政

が一体となり、「２０５０年ゼロカーボン社会の実現」に向けた取り組みを進めています。 

 身近な問題では、ごみのポイ捨てや騒音、ペットの鳴き声やふんなどへの対策と、一人ひとりの

マナーの向上や地域で解決につなげるための相互理解や環境づくりが必要です。 

 環境美化については、「東久留米市ポイ捨て等の防止及び路上喫煙の規制に関する条例」に基

づき、環境美化推進委員を中心としてマナー向上に向けたキャンペーンを実施していますが、生

活様式の多様化や環境美化推進員の担い手不足などに対応するため、市民の皆様が気軽に参

加することができる取り組みを開始しました。 

 一方、市民主体の実行委員会が中心となり、市内を中心とする多くの団体が参加する環境フェ

スティバルを開催していますが、環境保全活動を行っている団体などの担い手について、高齢化

などの理由により減少が進んでおり、新たな人材の確保が求められています。 

 小学生児童による環境学習結果（ポスター）の落合川への掲示や、教員への湧水に関する研修

講座の実施など、学校での環境教育、学習の推進に取り組んでいます。引き続き、市民の環境保

全活動の支援や、学校における環境教育・学習の推進が求められています。 
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■ 基本的な方向性 

・市民の生活環境の保全のため、定期的な環境調査を実施し、関係機関との連携・協力のもと、

快適な生活環境の維持に努めます 

・「２０５０年ゼロカーボン社会の実現」に向けて、市民、事業者、行政が一体となり、温室効果ガス

削減を推進します 

・気候変動の影響へ対応するため、必要な情報提供及び措置を講じます 

・市民のマナー向上や地域での相互理解促進を図り、良好な生活環境の確保を努めます 

・環境美化に向けて、環境美化推進委員を中心とした活動に加え、ＳＮＳなどを活用しながら、ポイ

捨てなどの防止に取り組みます 

・環境保全に向けた市民や事業者の活動を支援し、新しい担い手の確保・育成に努めるとともに、

教育委員会と情報交換を行いながら、学校における環境教育・学習の推進に取り組みます 

 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市環境基本計画・東久留米市地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 

東久留米市緑の基本計画・生物多様性戦略 

東久留米市地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 

東久留米市ＧＸ推進方針 
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基本的な施策 

２．地球環境にやさしいくらしづくり 
 
■ ＳＤＧｓの１７のゴール 

 

基本的な事業 ２－２ 循環型社会形成の推進 

 

■ 現状と課題 

 市民のごみ減量への意識が高まり、減少傾向にあった家庭ごみの総量は、新型コロナウイルス

感染症の拡大における巣ごもり需要の影響などにより一時的に増加していましたが、５類感染症

に移行して以降、再び減少傾向を示しています。一方で、最終処分場の埋め立て容量には限界が

あることから、今後もごみの減量化・資源化を推進していく必要があります。市民の理解・協力が

得られるよう、引き続き周知・啓発に努め、あわせて事業者と行政がそれぞれの役割を認識し、協

力しながら、取り組みを進めていくことが重要です。 

 本市では、環境への負荷が少ない循環型社会の形成を目指し、「東久留米市一般廃棄物処理

基本計画」に基づき、ごみの発生抑制、減量化、資源化を積極的に推進していますが、ごみの資

源化は技術の進展に伴い、対象や処理方法も増えており、実施が可能なものについて調査・研究

を行うなど、推進に向けた取り組みが必要です。 

 ごみの処理は地域の衛生環境の維持だけではなく、地球温暖化や、プラスチックごみによる海

洋汚染といった地球規模の課題とも関連しており、今後はそれらの解決も念頭にごみの減量化、

資源化に取り組む必要があります。 

また、本市ではごみの焼却熱により発電されるクリーン電力の活用や、燃料電池車両の試行運

用など、ごみ処理に関連した環境負荷の軽減策についても調査・研究を行っています。 

大規模災害により発生する災害廃棄物は、早期の復興を目指すうえで迅速な処理が必要です。

平時から市民に対して災害廃棄物に関する情報提供を行うとともに、一部事務組合と調整を進

め、構成市とも情報を共有しながら、災害廃棄物の処理体制を構築する必要があります。 
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■ 基本的な方向性 

・「東久留米市一般廃棄物処理基本計画」に基づき、新たな生活様式への対応などを踏まえたご

み減量化・資源化への意識醸成に努め、３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）の推進に取り組

みます 

・新たに分別することで資源化などにつながる品目がないか調査・研究し、資源循環の取り組みを

推進します 

・「東久留米市災害廃棄物処理計画」の見直し・点検などを実施し、実効性向上に向けた取り組み

を推進します 

 

■ 関連する個別計画など 

計画名など 

東久留米市一般廃棄物処理基本計画 

東久留米市分別収集計画 

東久留米市環境基本計画 

東久留米市災害廃棄物処理計画 

 

 

 

 

 


